
 

成果の活用事例 
 

 

非住宅建築物における外皮性能の 
新たな評価指標 
 

住宅研究部  部長   澤地 孝男 

住環境計画研究室  主任研究官 三浦 尚志  主任研究官 赤嶺 嘉彦 

建築研究部 環境・設備基準研究室  主任研究官 宮田 征門 

（キーワード）  非住宅建築物、省エネルギー基準、外皮性能、ＰＡＬ＊ 

 

１．住宅・建築物の省エネルギー基準の改正 

2013年1月に住宅・建築物の省エネルギー基準が改

正された。非住宅建築物では、従来から「外皮性能」

と「設備の効率（空調、換気、給湯、照明、昇降機）」

が評価されていた。後者について、旧基準ではCEC

（エネルギー消費係数）という指標で設備ごとに評

価されていたが、改正後は全設備合計の一次エネル

ギー消費量を新たな指標とすることにより、建物全

体の省エネ性能を客観的に比較しやすくなった。一

方、外皮性能は旧基準の指標であるＰＡＬ（年間熱

負荷係数）が継続され、その計算過程において、一

次エネルギー消費量の計算と一部異なる条件（例え

ば、地域区分や材料の物性値等）が使われていた。 

そこで、国総研と（独）建築研究所（建研）が中

心となり、学識経験者や実務者と協力して新たな外

皮性能の指標（ＰＡＬ＊、パルスター）を作成し、

2013年9月に省エネルギー基準に組込まれた。同基準

は2014年4月に施行され、旧基準のＰＡＬは2015年4

月に撤廃される。図-1に改正前後の指標を示す。 

２．新たな外皮性能の指標ＰＡＬ＊  

 新たな外皮性能の指標ＰＡＬ＊の定義は旧基準の

ＰＡＬと同じく、建物外周部の年間熱負荷を外周部

の面積で除した値である。主な変更点としては、①

地域区分の変更、②材料の物性値の変更、③室の使

われ方の想定の変更、④外周部の面積の拾い方、⑤

潜熱負荷の考慮である。また、基準値は旧基準と同

等の水準とし、建物用途ごとに試算したＰＡＬとＰ

ＡＬ＊の相関関係からＰＡＬ＊の基準値を定めた。 

３．計算ツールの公開と情報発信 

省エネルギー基準の運用にあたり、計算及び審査

の合理化・省力化を目的として、インターネット上

で使用できる計算ツール（Webプログラム、図-2）が

公開されており、誰でも自由に活用することができ

る。また、省エネルギー基準等に関する技術情報の

ホームページ1)を開設しており、各種Webプログラム

及びプログラムの解説、計算方法や計算の前提条件

などの資料が公開されている。 

４．今後の展開 

ＰＡＬ＊は熱負荷の観点から定めた指標だが、温

熱環境の質などの観点から求められる外皮性能を検

討し、省エネ設計に資する情報を充実して参りたい。 

改正前 改正後

外皮 ＰＡＬ

空調 ＣＥＣ/ＡＣ

換気 ＣＥＣ/Ｖ

給湯 ＣＥＣ/ＨＷ

照明 ＣＥＣ/Ｌ

昇降機 ＣＥＣ/ＥＶ

外皮 ＰＡＬ＊

空調

換気

給湯

照明

昇降機

一次エネルギー
消費量

 

図-1 省エネ基準改正前後の指標（非住宅建築物） 

 

図-2 ＰＡＬ＊算定用Webプログラムの画面 

【参考】 

1） 住宅・建築物の省エネルギー富順及び低炭素建築物

の認定基準に関する技術情報（建研（協力：国総研）） 

http://www.kenken.go.jp/becc/index.html 
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研究動向・成果 
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１．はじめに 

超高齢社会の到来を迎える中で、高齢者が住み慣

れた自宅に住み続けるためには、バリアフリー化等

の住宅改修が必要となる。介護保険制度の創設以降、

バリアフリー改修自体は一般化しつつあるが、建築

の専門家とケアの専門家が連携した適切な住宅改修

は十分に普及しているとは言い難い。 

このため、高齢者の多様な心身特性や計画条件に

応じた住宅の改修手法についての調査研究を実施し、

効果的な住宅バリアフリー改修の計画技術情報につ

いてのナレッジベースを作成した。 

２．バリアフリー改修の進め方の標準化 

効果的なバリアフリー改修に向けては、図に示す

視点での進め方が望ましい。建築士とケアの専門家

の連携により、対象者及び住宅のアセスメントを的

確に行い、必要条件を踏まえた計画が必要である。

また、改修実施後及び一定期間経過後には、改修効

果（本人及び介助者等を対象）の評価が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．住宅バリアフリー改修のナレッジベース作成 

 建築とケアの専門家が連携したバリアフリー改修

事例（31事例）の計画プロセス及び改修効果に関す

る調査を行い、効果的な住宅バリアフリー改修に係

る技術情報としてナレッジベースを作成した（表）。 

表 ナレッジベースの作成例（基本動作・空間別） 

改
修
前 

 

改
修
後 

 

４．成果の公表及び普及 

成果は、国総研資料として公表するとともに、事

業者向けの講習会の開催等を通じて普及を図る。 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要） 

(博士(工学)) 

(1)アセスメント ①対象者の心身状態のきめ細かな把握 ：体格、健康状

態、障がいや要介護度の状態、ＡＤＬ等 

②対象者の家族（介助者）の状況の把握 ：同居家族、主

な介助者、介助者の社会生活・健康状態等 

③対象者の生活状況の把握 ：住宅内での生活範囲、家

事・日常生活の実施状況、移動方法等 

④住宅内及び敷地内のバリアの状況の把握 

(2)計画・設計 ①改修ニーズの把握 ：改修に対する要望（対象者本人、

家族等）、改修の目的等 

②改修の制約条件の把握 ：住宅の構造や面積等の制

約、予算等 

③ニーズや条件を踏まえた改修計画の検討 

・心身状態の将来変化、同居家族の生活・介助のしやす

さへの配慮, 

・福祉用具の利用の検討、シミュレーション・試し使いに

よる決定 

・居住性向上、耐震改修、ヒートショック対策への配慮等 

 

(3)工事・監理 

(4)評価 

①改修効果の把握：個人（本人及び介助者等）に帰着す

る効果 

・要介護度の変化、対象者本人の評価（ＡＤＬの向上等） 

・家族・介助者の評価（介助負担の軽減、日常生活のゆ

とり等）等 

図 バリアフリー改修の進め方と視点 

【問題点】 

・対象者は、自立歩行が

不可能となり、車いす

生活に移行。 

・玄関、アプローチに段

差があり、車いすでの

外出ができない。 

・玄関から前面道路まで

の敷地に余裕がなく、

適切な勾配のスロープ

を設置できない。 

対象者の 

寝室 

・対象者の寝室

に改修し、開口

部の位置を玄

関側に移動 

・元の玄関の位

置を変更し、玄

関横に段差解

消機を用いた

車いす用の玄

関を新設 

・玄関外に段

差解消機を

新設（玄関

ホールと同

じ高さまで上

がる） 

・構造の確認を行い、

階段の場所を玄関

反対側に移設 

【改修の目的】 

①外出の円滑化 

②寝室・居室への

移動の容易性の

確保 

【改修の概要】 

・車いすで玄関か

ら寝室へのアクセ

スを容易にするた

め、玄関位置を変

更し、従前の駐車

スペースを段差

解消機を設置した

車いす専用の玄

関に改修。これに

より、車いすでの

自立した外出動

線の確保と移動

動線の直線化・短

縮化を実現。 
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